





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































質　疑（会派①・与党） 委員１ 10 分
質　疑（会派②・野党１） 委員４ 15 分
休憩宣告 委員長 10 分
質　疑（会派③・野党２） 委員７ 10 分












事　項 役　職 所 要
開議宣告・議事日程宣告 議　長 １分
委員長報告 委員長 ５分
討　論 反対討論（会派③）委員 10 10 分賛成討論（会派①）委員３ 10 分
休　憩（10 分）宣告
　　※　全体の投票・集計作業を実施。 議　長 10 分
再開宣告・採決 議　長 ４分散会宣告 議　長
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資料⑥　発議者の趣旨説明文
　ただいま議題となりました「貸金業法の一部を改正する法律案」につきまして、
提案の理由及び概要を御説明申し上げます。
　貸金業者による個人向け貸付けに起因して、多数の資金需要者が重畳的又は累積
的な債務を負うことにより、その営む社会的経済的生活に著しい支障が生じ、国民
生活上及び国民経済運営上の諸問題を引き起こすことから、平成18年に貸金業法の
一部改正が行われたところでございます。その際、貸金業者に対する過剰貸付けの
抑制及び資金需要者の保護を目的として、資金需要者１人あたりの借入れが合算で
年収の３分の１を超える貸付けを禁じる総量規制を導入致しました。これにより、
多重債務者数及び自己破産者数ともに急激な減少が見られたところであり、大きな
効果を挙げたところでございます。
　しかしながら、近時、銀行等の金融機関がいわゆる「銀行カードローン」を新た
な経営の柱にすえ、その貸付残高が急激に増加しておりますが、それには貸金業法
が適用除外となっており、総量規制が及ばないため、無秩序に従来の貸金業者に対
する資金需要を呼びこんでいる状況にあります。また、銀行が貸金業者を子会社化
し、その貸付けの保証を行わせるなど、実質的に貸金業者に対する総量規制の抜け
穴となっているとの指摘もなされております。そうした状況にあって、近年、多重
債務者数及び自己破産者数が再び増加に転じ、新たな社会問題となることが懸念さ
れ、早急な対応が求められております。
　そこで、銀行等の行う個人向け無担保貸付けにつきましても、貸金業法の規制枠
組みに入れるべく、所要の改正を行うため本法律案を提出した次第であります。
　以下、本法律案の内容につきまして御説明申し上げます。
　第一に、貸金業法の適用除外規定から、銀行等の行ういわゆる「銀行カードロー
ン」を外すこととしております。
　第二に、その融資形態につきましては、その高度な専門性及び迅速柔軟な対応の
必要性から内閣府令の定めに委ねることとしております。
　このほか、所要の措置を講ずる旨の規定を設けることとしております。
　以上が、本法律案の概要でございます。なにとぞ慎重にご審議の上、速やかに御
可決くださいますようお願い申し上げます。
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資料⑦　質疑答弁集
会派①　自由立憲党　問答集
　大臣をはじめとして関係者の方々は大変ご苦労様でございます。
○〔　法案提出の背景　〕
　早速ですが、本法案を提出された理由、背景についてお聞かせ願います。
（金融庁総務企画局長）
　お答え申し上げます。多重債務問題の深刻化に伴って2006年に貸金業法が改正さ
れ、グレーゾーン金利の廃止や総量規制の導入等が実施されたことは、法改正後10
年間で多重債務者の減少等の一定の効果を見せておりました。しかし、近年、銀行
カードローン等の個人向け無担保貸付けが増加してきており、顧客の返済能力を上
回る過剰な貸付けが行われ、消費者の保護がなされず、貸金業法の趣旨が忘れ去ら
れようとしております。こういった現状を踏まえ、本法案を提出致しました。
　おさらいも兼ねて質問させていただきます。平成18年の貸金業法改正では、当時
問題となっていた多重債務問題の深刻化を受けた改正を認識しております。その際
における法改正以降の見通しをお聞かせ願います。
（金融庁監督局長）
お答え申し上げます。平成18年改正貸金業法公布１ヶ月後に罰則の引き上げ、公
布１年以内に本体施行、施行から１年半以内に貸金業務取り扱い主任者の試験開始、
指定信用情報機関制度の指定の開始、施行から２年半以内に総量規制の導入を目途
としておりました。
　実際、平成18年の法改正によってどの程度多重債務問題が解消されたかをお聞
かせ願います。
（金融庁監督局長）
お答え申し上げます。平成18年改正貸金業法成立から無担保無保証借入残高があ
る人数及び貸金業利用者の１人当たり残高金額ともに大幅に減少しております。平
成18年の法改正当時443万人いた無担保無保証借入残高がある人数は平成19年度に
は378万人に減少し、平成28年度にいたりましては115万人にまで減少しています。
貸金業利用者の一人当たり残高金額に致しましても平成18年改正貸金業法成立当
時の116.9万円から翌年の平成19年度には106.6万円に減少し、平成28年度には52.8
万円まで減少しております。
　本法案では、過剰貸付けを禁止する範囲に銀行カードローンを含めるということ
ですが、平成18年の法改正において、なぜ銀行カードローンがその範囲に含まれな
− 228 −
模範議会2018―記録と資料
かったのか、その理由をお聞かせ願います。
（金融庁総務企画局長）
お答え申し上げます。平成18年改正貸金業法は当時の消費者金融からの過剰貸付
けによる多重債務者の増加、それによる自己破産や自殺といった社会問題を解消す
る目的で成立されました。改正当時、銀行では個人向け融資も厳密な審査が行われ
ていましたし、銀行カードローンの貸付け残高も現在のように大きくありませんで
した。また、銀行は金融庁の監査下にあるため規制の必要はないと判断し規制対象
にならなかったものと考えております。
　現行法制上、貸金業者は各営業所・事務所ごとへの貸金業務取扱主任者の設置を
義務付けていますが、本法案成立後、各銀行への貸金業務取扱主任者の設置に対す
る猶予期間はどのくらいとお考えですか。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。具体的な猶予期間は設けておりませんが、混乱を避けるた
め段階的に設置を求めていく予定です。
　銀行カードローンの過剰貸付けの実態についての質問でございます。現状、消費
者金融では規制されている年収３分の１以上の貸付けを行なっている銀行はどのく
らいあるのですか。数字をお聞かせ願います。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。昨年12月末までに金融庁が行ないました、12の銀行を対象
とした調査では、12行中７行が、自行・他行・貸金業者からの借入額を、概ね年収
の２分の１以下になるように融資上限を設定しており、４行は他行融資を勘案して
いないほか、１行は年収債務比率を基準とする融資上限枠を設定しておりませんで
した。調査を行なった12の銀行、全てが、消費者金融では規制されております年収
の３分の１以上を超えた融資上限を設定しておりました。
　今日、教育ローンの返済が厳しくなった人が、その返済のために消費者金融や銀
行カードローンへお金を借りる事案が発生しています。銀行カードローン規制強化
によってお金を借りられなくなった人への対応はどのようにお考えでしょうか。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。2013年の金融庁による委託調査による銀行カードローン利
用者の直近利用目的の調査結果では「欲しいものがあったが手元のお金では足りな
かったため」が21.9パーセント、「遊ぶためのお金が足りなかったため」が10.2パー
セント、「ギャンブルの元手が足りなかったため」が3.1パーセント、「お小遣いが足
らなかったため」が14.3パーセント、「冠婚葬祭の支払いのため」が5.0パーセント
となっております。
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銀行カードローンの利用者の半数以上が生活費に当てることを借し入れの目的と
していないことからも、銀行カードローンが規制対象になったことで対応が不可欠
となる利用者は少数であると考えております。また、銀行カードローンが年収の３
分の１を超える貸付けの規制対象となったために生活困難な場合には生活保護等に
よる対応が可能であると考えております。
　最後に、今日、日銀によるゼロ金利政策が行われている中、銀行カードローン
は銀行における収益の柱であると考えられます。その点、規制強化による銀行の
収益への影響についてはどうお考えでしょうか。
（金融庁総務企画局長）
お答え申し上げます。貸金業法による規制は貸金業を健全化し、利用者を保護す
るために必要かつ最低限度の施策として消費者金融に課されていることです。消費
者金融が扱う商品と同種の銀行カードローンを扱う銀行が同じ規制を受けることに
よる収益への影響は銀行を貸金業法の適用外とする理由に足らないと考えておりま
す。
会派②　福澤第一党　問答集
　大臣をはじめとして、関係者の方々はご苦労様です。
○〔借り入れ制限による影響について〕
　本法案が施行されると、経済的理由で生活が困難な消費者が、消費者金融だけ
でなく、銀行からの借り入れにも制限がかかり、非常に困窮するように思われます。
これに関してどのように考えますか。
（内閣府特命担当大臣）
経済的理由で生活が困難な消費者に対しては、厚生労働省が生活保護制度で生活
困窮者の支援を行なっておりますので、そちらを利用していただけば問題はないと
考えております。
　総量規制には対象外となる車のローンなどの借り入れパターンが複数存在します
が、それらを加味しても尚、文化的で最低限の生活は個人によって大きく異なるた
め、その生活を構築するに当たって銀行からの借り入れを必要とする個人の存在
は否定できません。生活水準の低下は避けられず、多大な負担となるように思わ
れますが、これに関してどのように考えますか。
（内閣府特命担当大臣）
　本法案は、過剰貸付けが問題になっている銀行カードローンなどの無担保貸付け
を規制するものであり、銀行からの借り入れを完全に規制するというものではなく、
これによって生活水準が著しく低下することはありません。また、万が一生活困窮
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者が生まれてしまったとしても、厚生労働省が生活保護制度によって国民の健康で
文化的な最低限度の生活を保障しております。したがって、本法案によって規制が
強化されても、一定水準の生活が保障されており、大きな問題はないと考えており
ます。
○〔生活保護について〕
　生活保護に関してご指摘します。生活保護はその基準の厳しさから受給が大変難
しいため、代わりに、銀行からの借り入れによって生活を支えている生活困窮者が
存在します。生活保護ですら受給が難しいにも関わらず、銀行からの借り入れ制限
によって更に困窮者の生活資金源を断ち切る本法案は、本来の目的である消費者の
保護とはかけ離れてしまうように思われます。これに関してどのように考えますか。
（内閣府特命担当大臣）
　本法案は、過剰な貸付けから消費者を保護することを目的としています。その点
に関しましては、消費者の保護という目的は達成されると考えております。また、
生活保護の受給の基準に関しましては、厚生労働省が国民の健康で文化的な最低限
度の生活を保障するという目的を達成するための基準を設けており、問題はないと
考えております。
○〔総量規制の規制範囲について〕
　総量規制の規制範囲に関してご意見申し上げます。一律に年収の３分の１までと
規制をかけるのではなく、例えば年収ベースで細分化するなど、そもそも年収が少
ない人でもある程度の借り入れができるような制度にすべきではないでしょうか。
（金融庁総務企画局長）
　お答え申し上げます。年収の少ない消費者も、年収の３分の１までは借り入れを
行うことが可能であり、また、これを超える額の借り入れは消費者を自己破産等に
追い込むことにつながるというのが我々の見解です。したがって、年収ベースで細
分化するなどの対応は行いません。
○〔総量規制以外の措置について〕
　総量規制の詳細について議論をすると同時に、本法案の目的は消費者の保護であ
るため、いわゆる「闇金」などの過剰な貸付を行い消費者を追い込んで返済を取り
立てるような組織の解体といった、より大規模で根本的な消費者の保護を目的とし
た措置に集中すべきという意見に関して、どのように考えますか。
（金融庁総務企画局長）
　お答え申し上げます。確かに、我々も「闇金」と呼ばれる過剰な貸付けを行う組
織への措置は必要だと考えており、より有効な対応ができるように尽力してまいり
ます。しかし、「闇金」に対する措置の必要があるからといって個人向け無担保貸
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付けによる過剰貸付けに対する規制をおろそかにするわけにはいかず、「闇金」に
対する措置のみに集中することは最善ではないというのが我々の見解です。
○〔銀行側の不利益について〕
　銀行側の不利益に関してお尋ねします。本法案では、現段階では個人向けにかつ
無担保で貸し出しを行う銀行までも金利制限の対象にしようとしています。これで
は法律事務所をはじめとする過払金請求を行う機関による返済を求める手続きが銀
行にも行われ、大きな負担となるのではないでしょうか。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。本法案は無担保融資の総量規制を行うものであり、金利に
対して新たな規制を行うものではないため、本法案が成立したことによって銀行に
対して新たに過払金請求が行われることはありません。
　過払金請求に関して引き続きお尋ねします。テレビCMなどによる宣伝によって
過払金請求が過剰に普及し、かつて金融業界に大きな打撃を与えることとなりまし
た。銀行側の不利益を抑えるためにも、このような過度な宣伝に関してそもそも見
直すべきではないでしょうか。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。先ほども申しました通り、本法案によって新たに過払金請
求が行われることはありません。
○〔年利について〕
　銀行カードローンの年利に関してお尋ねします。銀行カードローンを使用する消
費者には、生活困窮者が多く、借り入れた分の金額を一気に返せるような返済能
力はありません。少量ずつの返済を行う場合、更に利息が上乗せされ、消費者にとっ
て大きな負担となります。このような点に関して見直しが必要かと思われますが、
どのように考えますか。
（金融庁総務企画局長）
　お答え申し上げます。本法案によって銀行カードローンも総量規制の対象となる
ため、生活困窮者が返済できないような金額の借り入れは行なわれなくなるため、
消費者が返済できないことはないと考えています。
○〔貸金業者と銀行の業務内容の差異について〕
　これまで対象となっていた貸金業者と、今回対象となる銀行では実質的な業務内
容はかなり似通っています。それにも関わらず、今回の改正法案では、これまで貸
金業者を保護する措置を行っていなかった内閣が、銀行に対して保護を目的として
なんらかの施策を実施することになります。これでは、以前に対象となった貸金業
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者から見れば明らかな不平等・不誠実な対応と存じますがいかがでしょうか。
（財務省主税局長）
　お答え申し上げます。銀行の保護を目的とした措置を講じる予定はありません。
会派③　自分の生活が第一党　問答集
○〔改正により生じる問題〕
　本法案を改正することにより、別の問題が生じる可能性についてお尋ねいたします。
現在、低金利政策により、銀行の収益が悪化しているなか、銀行カードローンは、
銀行にとって大きな収益源となっています。本案で、総量規制をかけることにより、
銀行は今までより少ない金額しか貸すことができなくなります。よって、銀行の収
益源が減少し、銀行の経営がより悪化することが懸念されます。このことについて、
どうお考えでしょうか。
（金融庁総務企画局長）
　お答え申し上げます。貸金業法による規制は貸金業を健全化し、利用者を保護す
るために必要かつ最低限度の施策として消費者金融に課されていることです。消費
者金融が扱う商品と同種の銀行カードローンを扱う銀行が同じ規制を受けることに
よる収益への影響は銀行を貸金業法の適用外とする理由に足らないと考えておりま
す。
　また、銀行の経営が悪化することにより、企業への投資額などが減ることが見込
まれます。そのことにより、企業は使える額が少なくなり、使用額が多くなりやす
い、新しい分野への開拓などができなくなります。つまり、本法案は日本技術の発
達を遅らせる原因を作ることにつながりますが、いかがでしょうか。
（金融庁監督局長）
お答え申し上げます。銀行各社の経営方針につきましては、我々の関知するとこ
ろではございませんが、一般的に銀行にとって企業への投資額の縮小は、逆に収入
の縮小につながるため、ご指摘のような状況が起こるとは考えておりません。
　企業だけでなく、地方への影響も考えられます。企業と同様に、地方への投資額
が減ることで、地方創生も停滞すると思われます。現在、都市部への人口集中化の
流れがあります。そのことで、地方が過疎化して、地方の働き手不足になっています。
よって、地方を活性化するためには、新規事業の促進、現行の事業の改善、旧事業
を見直し再展開することが必要とされています。そのためには、銀行からの投資が
不可欠となりますが、銀行の経営悪化による、地方への投資額の減少で、地方創成
が滞ると思われます。いかがお考えでしょうか。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。同じく、銀行の投資額の縮小が起こるとは考えておりませ
− 233 −
岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡・栗田佳泰
ん。そのため、本法案の改正が地方創生に影響を与えるとは考えられません。
　また、銀行の投資額減少により、個人資産に回るお金も同様に減少します。その
ことにより、個人の経済活動が減少し、世の中に出回る貨幣の流れも止まってしま
うと思われます。その結果、景気悪化につながるとともに、銀行が本来持つ、人・
企業・国にお金を送り込み、うまく循環させ、世の中の経済活動を円滑に進めると
いう役割も果たせていないと考えられますが、このことについてどうお考えでしょ
うか。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。先ほども申し上げましたが、同じく、銀行の投資額の縮小
が起こるとは考えておりません。また、投資額と個人資産との関連は無いと思われ
ます。
　銀行カードローンに総量規制がかけられることにより、年収の３分の１以上の借
り入れはできなくなると理解しております。では、年収３分の１以上の借り入れを
したい人は、銀行に借りられないので、闇金に手をつけてしまう可能性があります。
図の平成29年６月に出された、警察庁による「ヤミ金事犯の検挙状況」より、平成
19年において、ヤミ金融関連事犯検挙事件数は約40件であるのに対し、平成28年に
おいて、ヤミ金融関連事犯検挙事件数は約400件ということが読み取れます。すな
わち、2006年つまり平成18年に行われた、貸金業法の改正後、ヤミ金融関連事犯検
挙事件数が増加していることが読み取れます。年収３分の１以上の借り入れをした
い人が、闇金に手をつけてしまう可能性について、どうお考えでしょうか。
（内閣府特命担当大臣）
　くわしくは、警察庁に質問していただきたいのですが、集中取り締まり本部によ
る闇金の取り締まり強化、また平成19年には、多重債務問題改善プログラムによっ
ても、同じく取り締まりが強化されました。闇金の利用者が増加したのではなく、
取り締まり強化による検挙数増加であります。よって、本法案の改正によって闇金
の利用者が増加するとは思っておりません。
○〔消費者保護について〕
　本法律を改正することにより、消費者保護についての問題が生じる可能性につい
てお尋ねいたします。本法案の改正目的は消費者保護ということでよろしいですか。
（内閣府特命担当大臣）
　その通りです。
　今回の改正により、消費者の借入金の総額が年収の３分の１までになります。
それにより、結果的に消費者の最大借入金額が従来よりも大幅に制限され、消費者
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にとって不利益をもたらすことになると思われます。先ほどお答えになった、本法
案の目的である、消費者保護に関して、一部の面では消費者の不利益につながる改
正となってしまいますが、その点についてはどうお考えですか。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。今回の改正で規制されるのは、過剰貸付けが問題になって
いる銀行カードなどの無担保融資でございます。有担保融資は、規制の対象ではご
ざいませんので、年収の３分の１以上の融資が必要な資金需要者は、現行通り、こ
ちらを利用することができます。
　消費者保護のためには、借りられる量を制限するのではなく、金利を引き下げ、
返済額の増加を防ぐという手段のみを採用すれば良いと思われるのですが、そうし
た解決案は何故採用されなかったのでしょうか。
（金融庁監督局長）
お答え申し上げます。銀行カードローンは、現在、規制されている消費者金融が
扱ってきた金融商品と同等のものでございます。そのため、同様の規制を行うこと
は、資金需要者保護の観点から必要なことだと考えております。
　先ほど話した借りられる量が減ってしまうという問題のほかに、メガバンクなど
の大手金融会社のみが生き残り、中堅以下の金融会社が相次いで倒産してしまった
結果、消費者の借入先の選択肢が大手金融会社のみに限られてしまうという問題
も発生しました。本法案の目的は消費者保護であるとおっしゃっていましたが、こ
れが消費者保護にどのようにつながると思いますか。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。本法案の改正が、金融会社の倒産に繋がるとは、考えてお
りません。
　現在、審査基準が低く、無担保で借りられる銀行カードローンが消費者の緊急的
な避難先となっています。本法案により、こうした銀行カードローンを、消費者が
今までのように借りることはできなくなってしまいます。そのため銀行カードロー
ンという制度の利点が減ってしまうと予想されるわけですが、従来の銀行カードロー
ンにおける緊急避難先としての役割を果たす新しい仕組みなどに当てはあるのでしょ
うか。もしない場合には、用意する必要があると考えていますが、どのようにお考
えでしょうか。
（金融庁総務企画局長）
　お答え申し上げます。少なくとも、本法案の改正は、資金需要者保護のため、銀
行カードローンを貸金業法の対象とすることを目指すものでありまして、銀行カー
ドローン事業そのものを禁止するものではありません。
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　現在の銀行カードローンという制度において、自主規制はすでに行われており、
わざわざ法規制をかける必要がないのではないかと考えています。全銀行にかける
総量規制よりも、各銀行がかける個別具体的でそれぞれの実情に対応している自主
規制の方が各消費者にとっても良い影響をもたらすのではないかと思いますが、そ
の点はどうお考えでしょうか。
（金融庁監督局長）
　お答え申し上げます。自主規制では、中身も効果も未知数であり、必ずしも資金
需要者を保護できるとは考えられません。先ほども申し上げましたが、銀行カード
ローンは、現在、規制されている消費者金融が扱ってきた金融商品と同等のもので
ございます。そのため、同様の規制を行うことは、資金需要者保護の観点から必要
なことだと考えております。
　銀行に総量規制をかけると、消費者は銀行から年収３分の１以上は借りられなく
なります。銀行から借りられなくなった消費者は闇金に借りるようになり、結果的
に返済額が増加します。返済額を稼ぐために、危険だが多額の報酬がもらえる自衛
隊などで働くようになります。こうして自衛隊員増員のために、消費者がそこで働
かざるを得ない状況を作り、この自衛隊員増員を正当化していると捉えられるので
すが、そのような認識でよろしいでしょうか。
（内閣府特命担当大臣）
　そのようなことは、一切ございません。
※　本問答集は、政府役の企画運営者が作成した資料について、明らかな誤字脱字
など最小限の修正を事後的に行なったものである。したがって、答弁内容に誤りが
あったり、質問への答えになっていないこともある。
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資料⑧　委員会における反対討論文
私は、「自分の生活が第一」を代表いたしまして、ただいま議題となっております、
「貸金業法の一部を改正する法律案」に対し、反対の立場から討論を行います。
今現在、若い世代の所得を増加させるのは急務であります。そこで物価の上昇が
発生している現在、所得を増加させるためには、もちろん、国内に出回るカネの量
を増やすことが必要なわけですが、そんな状況の中、現政権の下で行われる貸金業
法の改正はその潮流に逆行するものであることを強く指摘しておきます。
その上で、本法律改正案に対しまして反対する第一の理由は、法改正の目的であ
る消費者の保護というものが達成されないという点であります。本改正案の方針に
よれば、お金に関して最も信頼できる機関であるところの銀行からの貸付を悪とし、
需要があるにもかかわらず供給量を制限しようとしているわけであります。その結
果信頼できる供給源を失った消費者たちが流れる先は一体どこなのでしょうか。そ
う、ヤミ金です。平成18年に行われた貸金業法の改正により、総量規制がかけられ
てしまったが為に、消費者たちはヤミ金へ流れてしまい、事実ヤミ金の検挙数とい
うものが、平成19年から年間で10倍に増加しています。ここからさらに消費者への
供給源を絞ってしまえばより闇金へ流れる消費者が増加していくことは火を見るよ
りも明らかだと言えるでしょう。本改正案は暴力団への資金源たる闇金を助長する
ようなものなのです。つまり、現政府による実質的な暴力団への資金援助だといっ
ても過言ではないでしょう。
消費者にとって、銀行カードローンという信頼することのできる選択肢を削り、
ヤミ金という危険極まりない選択肢しか残さないことの何が消費者保護なのでしょ
うか。このようなことを国が推進してしまっても良いのでしょうか。いいはずがあ
りません。このような、政府の暴走を止めるためにも、私は反対の声をあげさせて
いただいているのです。
第二の理由として、銀行の経営が悪化し、その結果多方面に重大な損害を与えて
しまう可能性があるという問題点があることであります。現在、多くの銀行は銀行
カードローンからの収益が大きな収入源となっております。そんな銀行カードロー
ンを規制してしまえば、多くの銀行、特に地方銀行や信用金庫などの地域に根付く
中小銀行の経営が悪化することがわかります。現在、多くの銀行の経営は低金利政
策などにより悪化傾向にあります。ただでさえ経営難に陥っている状況であるにも
かかわらず、収入源をこれ以上減らしてしまえば地域経済を担っている地方銀行、
信用金庫などからの投資額などが減ることが見込まれます。投資額が減少してしま
えば、他の企業の経営規模が縮小し、景気悪化につながるでしょう。投資額が減少
してしまえば、科学技術立国日本の誇る技術の発展が妨げられてしまうでしょう。
経済の根幹を担う銀行を弱らせてしまえば、すなわち日本を弱らせることにつながっ
− 237 −
岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡・栗田佳泰
てしまうのです。そんなことになってしまえば、地方創生を推し進めているにもか
かわらず、地方経済の衰退が進んでしまいます。
このような１のメリットのために100のデメリットが発生してしまいかねない改
正案をどうして許容することができるでしょうか。日本を守るためにも、消費者を
守るためにもこのような改正案を許すわけにはいかないのです。
以上の理由から、本法案に対して反対することを表明し、討論といたします。あ
りがとうございました。
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資料⑨　委員会における賛成討論文
私は、「自由立憲党」を代表いたしましてただいま議論となっております、貸金
業法の一部を改正する法律案に対し、賛成の立場から討論を行います。
まず第一に、本法案の最大の利点は、貸金業法の適用範囲を貸金業者だけではな
く、銀行も含めることによって、銀行カードローンの過剰貸付けの禁止の実施を行い、
適切な貸付けの促進及び資金需要者の利益の保護を可能にすることができるとい
う点でございます。そもそも銀行カードローンは、本人確認と個人の信用情報に応
じて無担保でお金を借りることができ、それを分割で返済するというものでござい
ます。無担保でお金を借りることができるという商品の特性からは、消費者金融と
代わりはございませんが、ただいま議論になっておりますように、消費者金融には
貸金業法が適用され、銀行カードローンには貸金業法が適用されません。そのため
資金需要者にとって銀行カードローンは、消費者金融からお金を借りるよりも借り
やすく、貸金業法による規制がないことから、近年銀行カードローンの貸付残高が
増加し、2014年にはその数字が逆転しました。このような背景において、銀行カー
ドローンは融資上限枠の設定に問題点があると言えます。2017年冬、金融庁が行っ
た銀行カードローンを実施している上位12行への検査では、貸金業者（消費者金融）
を対象としている貸金業法第13条に規定された「年収の３分の１以上は貸付けを行っ
てはいけない」という通称「総量規制」以上の貸付けを行なっていると全ての銀行
が回答しました。その点から銀行カードローンは過剰な貸付けを行なっていると言
え、適切な貸付けの促進及び資金需要者の利益の保護がなされていないと言うこと
ができるといえます。
第二に、自己破産者数を減らすことができるようになると考えられます。述べま
したように、銀行カードローンは総量規制がないことによる過剰な貸付けが問題と
なっております。自己破産者数に着目いたしますと、2016年には2006年以降続いた
自己破産者数の減少が止まり、増加が見受けられます。銀行カードローン以外のロー
ンが返せないことによる自己破産も考えることができますが、前述のように銀行カー
ドローンの貸付残高が消費者金融の貸付残高を下回った今日。自己破産の一因と
して銀行カードローンが考えられることは言うまでもありません。そのようなこと
から、銀行カードローンを貸金業法の規制の範囲内に入れることで自己破産者数を
少しでも減らすことができると考えられます。
第三に、自己破産や返済に苦しんだ人による自殺者数を減らすことができるよう
になると考えられます。2000年代に世の中をはびこった多重債務者問題では同時に
自殺者数の増加も問題視されました。実際、銀行カードローンに貸金業法が適用さ
れない現状では、複数の会社から年収の３分の１を超える金額を借り入れることが
可能であり、実際にそのような例も確認できます。「年収の３分の１までしか借り
− 239 −
岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡・栗田佳泰
入れることができない」といういわゆる総量規制でございますが、この規制は前回
の改正で自己破産や多重債務に苦しむことがないように設定されたものでございま
す。実際、第二の理由で述べました自己破産者数の減少を見てもその効果を見るこ
とができます。自己破産や返済に苦しんだ人による自殺者数を減らすためにも、銀
行カードローンに総量規制を導入し、資金需要者にとって無理のない借り入れがで
きる環境にすることは急務ではないでしょうか。
このように、貸金業法を改正することにより、銀行カードローンの過剰な貸付け
を規制し、適正化することで、資金需要者の利益の保護と、自己破産者・自殺者の
数を減らすことができると考えられます。
以上、本法案に賛成する理由を述べまして、私の討論を終わります。
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資料⑩　附帯決議案
私はただいま可決されました「貸金業法の一部を改正する法律案」に対し、自由
立憲党、自分の生活が第一党及び福澤第一党の各派共同提案による附帯決議案を提
出いたします。
案文を朗読いたします。
-----------
「貸金業法の一部を改正する法律案」に対する附帯決議（案）
政府は、本法の施行にあたり、次の事項について適切な措置を講じ、その運用に
あたっては万全を期すべきである。
一　改正法の速やかな施行に努めるとともに、ヤミ金融への取締強化、登録業者へ
の監督強化、多重債務問題の解決に向けた対策に政府を挙げて取り組むため、内閣
官房に多重債務者対策本部を早期に設置し、関係省庁が連携して、官民一体となっ
た取組を推進すること。
二　無登録・高金利等のヤミ金融被害が増えることのないよう、違法業者の摘発の
ための体制を整備・拡充し、関係法令に基づく徹底した取締りを行うこと。
三　総量規制等今回の措置及び貸金業者の多額の過払い金の発生が、経済社会に与
える影響を注視し、適切に対処すること。
四　過度に過払金請求を促す広告を抑制するため、テレビ・コマーシャルの放映時
間帯や放映回数、広告の方法・内容や頻度について、貸金業協会による適切な自
主規制が行われるよう配慮すること。
五　多重債務者の増加を極力抑制するため、速やかに金融経済教育を学校教育のカ
リキュラムなどに組み込むこと。
右決議する
-----------
何卒皆さまのご賛同を賜らんことをお願い申し上げます。
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資料⑬　委員長報告
ただいま議題となりました法律案につきまして、財政金融委員会における審査の
経過と結果を御報告申し上げます。
本法律案は、銀行による個人向け無担保融資残高が増大している状況に鑑みて、
その融資の適正をはかるため、貸金業に適用される総量規制の枠組みを拡大すべく
貸金業法の一部を改正することを目的とするものであります。
委員会におきましては、法案提出の背景、借り入れ制限による影響、生活保護の
課題、総量規制の規制範囲、銀行への影響、消費者保護等について質疑を行いまし
たが、その詳細は会議録によって御承知願います。
質疑を終了した後、福澤第一党の〔　　　　〕委員より、修正案の提出がありま
した。
次いで討論に入りましたところ、自分の生活が第一党を代表して〔　　　　〕委
員より原案・修正案ともに反対、自由立憲党を代表して〔　　　　〕委員より修正
案に反対、原案に賛成する旨の意見が、それぞれ述べられました。
討論を終局し、順次採決の結果、修正案は賛成少数をもって否決され、本法律案
は多数を持って原案どおり可決すべきものと決定いたしました。
なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。
以上、御報告申し上げます。
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資料⑭　本会議における反対討論文
私は、自分の生活が第一を代表して、ただいま議題となっております、貸金業法
の一部を改正する法律案に対して反対の立場から討論を行います。
まず、東京オリンピックが迫る中、日本経済を強くするためにも、オリンピック
景気を加速させるべく国民の所得増加は急務であります。にもかかわらず、現政権
の取り組みは若年層の収入に対して好影響を与えられておらず、その上物価の上昇
が発生しているという国民を貧困に陥らせているものになっているわけであります。
ところで、所得を増加させるには、もちろん、国内に出回る金の量を増やすことが
必要なわけですが、そんな状況の中、現政権の下で行われる貸金業法の改正はその
潮流に逆行するものであることを強く指摘しておきます。
その上で、本法律改正案に対しまして反対する第一の理由は、法改正の目的であ
る消費者の保護というものが達成されないという点であります。本改正案の方針に
よれば、お金に関して最も信頼できる機関であるところの銀行からの貸付を悪とし、
需要があるにもかかわらず供給量を制限しようとしているわけであります。その結
果信頼できる供給源を失った消費者たちが流れる先は一体どこなのでしょうか。そ
う、ヤミ金です。平成18年に行われた貸金業法の改正により、総量規制がかけられ
てしまったが為に、消費者たちはヤミ金へ流れてしまい、事実ヤミ金の検挙数とい
うものが、平成19年から年間で10倍に増加しています。ここからさらに消費者への
供給源を絞ってしまえばより闇金へ流れる消費者が増加していくことは火を見るよ
りも明らかだと言えるでしょう。本改正案は暴力団への資金源たる闇金を助長する
ようなものなのです。つまり、現政府による実質的な暴力団への資金援助だといっ
ても過言ではないでしょう。
確かに、過剰な金利により、苦しんでいる消費者がいるかもしれません。ですが、
銀行業界においてもこの問題は深刻なものとして捉えられており、すでに自主規制
が進んでいるのです。にもかかわらず、闇金という法外な金利をかけられてしまう
ような資金供給先に消費者が流れていくことをよしとするこの改正案が本当に消費
者保護を達成できていると言っていいのでしょうか。言えるはずがありません。本
改正案は消費者保護を謳っているにもかかわらず、暴力団への支援を目的とした改
正であるのです。
消費者にとって、銀行カードローンという信頼することのできる選択肢を削り、
ヤミ金という危険極まりない選択肢しか残さないことの何が消費者保護なのでしょ
うか。闇金でお金を借りてしまえば、法外な金利を返すために、高収入な職に着く
しか無くなります。しかし、そのような職が今の世の中にいかほどあるでしょうか。
そのためにはハイリスクハイリターンとなるようなグレーな職に就くしか選択肢が
残らなく成ってしまうかもしれません。ヤミ金にお金を借りることは、消費者にとっ
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て、想像を超える大きなリスクを背負わせてしまうことになるのです。このような
ものを国が推進してしまっても良いのでしょうか。いいはずがありません。このよ
うな、政府の暴走を止めるためにも、私は反対の声をあげさせていただいているの
です。
第二の理由として、銀行の経営が悪化し、その結果多方面に重大な損害を与えて
しまう可能性があるという問題点があることであります。現在、多くの銀行は銀行
カードローンからの収益が大きな収入源となっております。そんな銀行カードロー
ンを規制してしまえば、多くの銀行、特に地方銀行や信用金庫などの地域に根付く
中小銀行の経営が悪化することがわかります。現在、多くの銀行の経営は低金利政
策などにより悪化傾向にあります。ただでさえ経営難に陥っている状況であるにも
かかわらず、収入源をこれ以上減らしてしまえば地域経済を担っている地方銀行、
信用金庫などからの投資額などが減ることが見込まれます。そうなってしまえば、
日本を取り戻すなどということは到底達成できないのです。投資額が減少してしま
えば、他の企業の経営規模が縮小し、景気悪化につながるでしょう。投資額が減少
してしまえば、科学技術立国日本の誇る技術の発展が妨げられてしまうでしょう。
経済の根幹を担う銀行を弱らせてしまえば、すなわち日本を弱らせることにつながっ
てしまうのです。そんなことになってしまえば、地方創生を推し進めているにもか
かわらず、地方経済の衰退が進み、地方の衰退が止まらない。日本を取り戻そうと
しているにもかかわらず、若者は苦しみ、過去の栄光はより遠ざかってしまう。こ
のような１のメリットのために100のデメリットが発生してしまいかねない改正案
をどうして許容することができるでしょうか。日本を守るためにも、消費者を守る
ためにもこのような改正案を許すわけにはいかないのです。
このように、本改正案は、過剰貸付からの消費者の保護を目的としているようで、
その実、ヤミ金への消費者流入を加速させようとしている、間違った改正案だと言
えるでしょう。さらには、銀行という日本の心臓といっても過言ではないようなも
のを抑制し、国の方針をより安易に政府の意思に従わせやすくしようとしている改
正案なのです。これ以上政府の暴走を許しても良いのでしょうか。現政権は、国や
国民の幸福のために動いているとは言えません。国民をヤミ金という危険へと晒し、
国の根幹をなす銀行に対してさらなる経営難の道を進ませようとする。真に国民の
保護を、国の発展を願っているならばこのような形に改正するのはおかしいのです。
このような改正は成ってはなりません。銀行側にも消費者側にも大きなデメリット
をもたらし、国の経済を疲弊させようとしている。このような誰も幸せになること
がない改正案を是としてしまうのは大きな問題であります。
以上、本法律案に反対する理由を述べまして、私の討論を終わります。
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資料⑮　本会議における賛成討論文
私は、福澤第一党を代表して、ただいま議題となっております、貸金業法の一部
を改正する法律案に対して賛成の立場から討論を行います。
まず、第一に、消費者の中に多くの多重債務者が存在していて、この状況を改善
しなければならないということであります。そもそも貸金業法とは、昭和五十八年
に施行された貸金業法の条文によりますと「貸金業が我が国の経済社会において果
たす役割にかんがみ、貸金業を営む者について登録制度を実施し、その事業に対し
必要な規制を行うとともに、貸金業者の組織する団体を認可する制度を設け、その
適正な活動を促進するほか、指定信用情報機関の制度を設けることにより、貸金業
を営む者の業務の適正な運営の確保及び資金需要者等の利益の保護を図るとともに、
国民経済の適切な運営に資することを目的とする。」というものであります。つまり、
貸金業者の適正な活動および貸金需要者の保護が条文として明文化されております。
よって、条文を参照すると、消費者の保護は貸金業法において最も考慮しなくては
いけないものの一つであるのです。すなわち、2000年代に社会問題となった消費者
金融からの貸付による多重債務者問題を解決するために施行された総量規制の本旨
である資金需要者の保護が、銀行カードローンという抜け道ともいえるものによっ
て反故にされているこの状況を断じて許しておくべきではありません。
第二に、金融機関は貸金業において適正な活動をする義務があります。銀行カー
ドローンは、日本銀行によってマイナス金利政策が行われ、預けておくとお金が減っ
ていくため、お金を誰かに貸し出さなければならなかった状況で、貸し付ける当て
がないなかで考えついた案であったのは理解できます。しかし、銀行カードローン
は結果として総量規制によって規制された消費者金融と同様の行為をしております。
その行為を放置しておくことは消費者金融に対して不公平であります。総量規制が
施行された当時、消費者金融で借りたお金を返すために、他の消費者金融にお金を
借りる行為が横行しておりました。その時は現在のように銀行カードローンの利用
者が増え、今日ほどの規模までに大きく増えることを予期しておりませんでした。
本法案によって貸金業法を改正することで銀行とその他の貸金業者との間の不公平
な規制を無くすべきであります。
第三にマイナス金利政策の本来の意図を果たすことに繋がると思われます。現在、
マイナス金利によって金融機関にあるお金は銀行カードローンという仕組みにより、
高い金利に苦しむ貸金需要者に貸し付けられている場合が多くあります。それを本
改正案によって規制をすることによってマイナス金利の本来の目的である企業への
貸付や住宅ローン等に費やされる比率をあげることにつながると思われます。
このように、本改正案は、貸金業法の根幹にある、貸金需要者保護の観点から有
用であるように思われます。これは多重債務に苦しむ国民を救い、健康で文化的な
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最低限度の生活の維持に必要なものであると思われます。また、金融機関全体の平
等を求めるものであり、経済政策をより有効にするものであるものでもあると考え
ます。すなわち国民全体が憲法で保証された生活を営む上で、重要なものを守るも
のであり、今後の国民生活を守っていく上で大きな意味を持つものになると思われ
ます。
以上、本改正案に賛成する理由を述べまして、私の討論を終わります。
【追記】本稿は、平成 30 年度日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究
（C））「多文化共生社会における法教育・主権者教育の研究―憲法政治の
模擬体験を教材に」（課題番号 17K04878）による研究成果の一部である。
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